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当会で作成している九州地域景気総合指数（ＣＩ）

の一致指数は、2008年７～９月期に101.1（2005年

＝100）と、前期差で3.5ポイント、４期連続で下降

した｡月次データでは、昨年の８月以降14カ月連続

で下落している。先行指数も2007年の４～６月期以

降６期連続で下降している。

また、内閣府がとりまとめている景気ウォッ

チャー調査の九州地域現状判断ＤＩは、2008年度に

入って下落傾向が続いており、９月は若干持ち直し

たものの、10月は7.8ポイント下落し、19.9となった。

これは2000年１月の調査開始以来、最低の水準であ

る。ガソリンや食料品価格は安定してきたものの依
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然高止まっていることに加え、世界経済の急激な悪

化が影響している。

生産は鉱工業生産指数が７～９月期に109.3とな

り、前期比1.6％の減少となった。軽・小型乗用車等

の輸送用機械工業やモス型計数回路、ＰＤＰモジュー

ルなどの電子部品・デバイスなどが低下したためで

ある。一方、電気機械や窯業・土石製品などの生産

指数は上昇している。

これまで順調に推移してきた九州の自動車生産

は、８月以降急速な落ち込みを見せ始めている。半

導体生産は市況が悪化しており、低調に推移してい

る。鉄鋼、セメントなどの素材産業も需要減により

減産に向かっている。

７～９月期の輸出は前年同期比11.3％増と依然好

調を続けているが、９月は同4.2％増と伸びが鈍化

している。また、９月の中国向け輸出額が５年４カ

月ぶりに減少に転じるなど、世界経済の減速が影響

してきている。

投資関連では非居住用着工建築物床面積（季節調

整値）が前年同期比で7.3％減と、マイナスではあ

るものの、減少幅が大幅に縮小した。これは、2007

年６月の改正建築基準法施行の影響による大幅減に

対する反動増という側面が強く、今後は徐々にその

影響も薄れていくとみられる。また、日本銀行福岡

支店の「企業短期経済観測調査（九州・沖縄短観）」

の生産・営業用設備判断ＤＩによると生産設備の過

剰感が強まっている。民間企業設備投資の水準は依

然高いものの、一部に計画の見直しや延期も出るな

ど、減速感が強まっている。

７～９月期の住宅投資は新設住宅着工戸数が改正

建築基準法施行の反動増から前年同期比49.7％増と

大幅な増加となった。しかし、10月以降、反動増の

影響が薄れることや住宅需要が低迷していることか

ら、前年水準を超えることは難しい。住宅ローン減

税も期待できるが、実施が確定するまでは買い控え

も予想される。

また、７～９月期の公共工事請負額は前年同期比

2.2％の減少と、５期連続の減少となっている｡市町

村と独立行政法人はそれぞれ前年同期比2.5％増、

同2.0％増と増加したものの、国は同5.8％減となり、

都道府県は同3.5％減となったためである。国、都

道府県、市町村のいずれにおいても2008年度当初予

算額では公共投資関連は減額で組まれていることか

ら、今後も九州の公共投資は減少基調で推移すると

みられる。

個人消費は７～９月期の大型小売店販売額が前年

同期比1.3％減と前年を下回った。2007年の１～３

月期と４～６月期にプラスなって以降、減少傾向に

歯止めがかかっていない。また、乗用車新車登録台

数は７～９月期が前年同期比0.9％減となった。

雇用については、７～９月期の有効求人倍率が

0.61倍となり、前期から0.05ポイント低下した。ま

た、日本銀行福岡支店の雇用人員判断ＤＩによると、

製造業プラス３、非製造業マイナス２、全産業で０

となるなど、製造業で過剰感が強まっている。12月

予測でも製造業はプラス５とされており、製造業に

おける雇用過剰がさらに進む可能性が高い。

所得については、夏のボーナスが前年比0.4％減

と２年連続で減少している（厚生労働省調査）。冬

のボーナスも昨年を下回ることが見込まれるなど、

所得環境も厳しさを増している。

以上のように、７～９月期は、世界経済が後退す

るなか、生産、投資ともに総じて弱含みで推移して

いる。また、消費の低迷に加え、雇用環境、所得環

境に悪化がみられるなど、九州の景気は調整局面に

ある。

●九州の景気
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九州経済主要指標

（単位：2005年=100、％、百万kWh、十億円、台、千㎡、百戸、倍）（実数）

（単位：％、 有効求人倍率はポイント）（前年同期比）

注） １．鉱工業指数は季節調整済で前期比、 有効求人倍率は前期差、 その他は前年同期比　　２．Ｐは速報値
    ３．鉱工業指数、 有効求人倍率は九州７県、 輸出通関額は円ベースで九州・山口
資料） 鉱工業指数、 大口電力使用量、 大型小売店販売額：九州経済産業局調べ　　輸出通関額：門司税関、 長崎税関、 沖縄地区税関調べ
　　　乗用車新車登録台数：福岡県自動車販売店協会調べ　　建築着工床面積、 新設住宅着工戸数：国土交通省調べ
　　　公共工事請負額：西日本建設業保証福岡支店調べ　　有効求人倍率：厚生労働省調べ
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2004年度

2005年度

2006年度

2007年度

2004年 4～ 6月期

 7～ 9月期

10～12月期

2005年 1～ 3月期

 4～ 6月期

 7～ 9月期

10～12月期

2006年 1～ 3月期

 4～ 6月期

 7～ 9月期

10～12月期

2007年 1～ 3月期

 4～ 6月期

 7～ 9月期

10～12月期

2008年 1～ 3月期

 4～ 6月期

 7～ 9月期

100.7

100.6

108.8

110.7

101.1

101.4

100.0

101.1

99.7

99.1

100.9

103.3

107.3

108.7

110.3

109.2

107.8

110.7

112.6

111.1

111.1

P  109.3

94.8
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100.2

105.8
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1,936
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P  2,265
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342
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2,013

1,877
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409
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0.64

0.71
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0.63
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0.66

0.61
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2004年度
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4.7

△ 0.1
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4.0
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2.8

2.9

0.9

△  0.9

3.5

1.9

 6.4
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2.9

 5.3 

5.1

0.2 

2.0

△  6.3

3.0

10.6

8.3

5.3

14.6

△  2.9

10.7

△35.2

△30.0

△17.9

△28.3

38.3

10.7

1.7

6.1

△24.0

1.0

17.5

11.0

13.8

3.9

2.0

 1.9

△  1.0

14.6

0.9

 6.3

3.0

△  4.3
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△13.7

△  5.9

△13.9

△  8.3

△  6.3

△  6.1

△  8.5

△  6.0
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△  8.6

△  6.5
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0.07

0.07

△0.03

0.03

0.02

0.01

0.03

0.02

0.02

0.01

0.02

0.02

0.02

0.01

0.00
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△0.02

△0.07
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